
住宅において旅館業の許可等を受
けた施設を投資対象とするファンド
（民泊ファンド）のうち、ファンドの
主体が実物不動産を直接所有するも
のは、不動産特定共同事業法の規制対
象となります。本稿では、不動産特定
共同事業法の制度と、同法に基づくフ
ァンドスキームを解説します。なお、
文中では、不動産特定共同事業法、不
動産特定共同事業法施行令、不動産特
定共同事業法施行規則をそれぞれ
「法」、「施行令」、「施行規則」と呼び
ます。

１．不動産特定共同事業の類型

不動産（宅地又は建物）の売買、交換又は賃貸借か
ら生ずる収益又は利益を分配することを約束する契約
（例：民法に基づく任意組合契約や、商法に基づく匿
名組合契約）は「不動産特定共同事業契約」と定義さ
れます（法２条３項）。

不動産特定共同事業契約に関連する事業は、第 1号
事業から第 4号事業に分類され、法に基づく規制の対
象となります（図表１）。

第１号事業
第 1号事業とは、不動産特定共同事業契約を締結し

て、当該不動産特定共同事業契約に基づき営まれる不
動産取引から生ずる収益又は利益の分配を行う行為を
業として行うものをいいます（法 2条 4項 1号）。具
体的には、事業者が実物不動産を自ら運用し、その利
益を分配することを約束する任意組合契約や匿名組合
契約を投資家との間で締結するビジネスが第 1号事業

に該当します。

第 1号事業を営むには、原則として主務大臣（注１）

（一の都道府県の区域内にのみ事務所を設置する場合
は都道府県知事）の許可を受ける必要があります。第
1号事業から第 4号事業に共通する主な許可要件とし
て、①法人であること（法 6条 1号）、②宅地建物取
引業の免許を受けていること（法 6条 2号）、③一定
の要件を満たす業務管理者を設置すること（法17条 1
項）、④公認会計士又は監査法人の監査を受けた、直
前三事業年度の貸借対照表及び損益計算書を提出する
こと（施行規則 8条 2項 2号）が挙げられます。また、
第 1号事業の許可を受けようとする法人は、原則とし
て資本金の額が 1億円以上である必要があります（法
7条 1号、施行令 5条 1号）。

第 1号事業を営む場合の例外の一つとして「特例事
業」が挙げられます。特例事業とは、第 1号事業を営
むものであって、次の 5つの要件を全て満たすものを
いいます（法 2条 8項）。

民泊と不動産コンサルティング（5）

民泊ファンド——不動産特定共同事業法に
基づくスキームの解説（前編）
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図表１　不動産特定共同事業の類型
比較項目 第１号事業 第２号事業 第３号事業 第４号事業

事業の概要

実物不動産の自己
運用及び組合契約
の自己締結

第１号事業に係
る組合契約の締
結の代理・媒介

特例事業者（SPC）
から委託を受け
て行う実物不動
産の運用

第３号事業に係
る組合契約の締
結の代理・媒介

許可権者 主務大臣（*1） 主務大臣

主な
許可
要件

共通 法人であること、宅建業の免許、業務管理者の設置、公認会計士等の監査

個別
･資本金１億円 ･資本金１千万円 ･資本金５千万円 ･資本金１千万円

･第二種金商業

許可の
例外

･特例事業
･小規模第１号事業
･適格特例投資家限
定事業

－ ･小規模第２号事
業

－

（*1 ）一の都道府県の区域内にのみ事務所を設置して不動産特定共同事業を行う場合は、当該事
務所の所在地を管轄する都道府県知事が許可権者となる。

出所：日本橋くるみ行政書士事務所作成
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